（別紙２）

　参加資格チェックリスト
（与那原町公共施設一括指定管理運営業務）
会 社 名                                        
	確　　　認　　　事　　　項
	当該項目を
「○」「×」
でチェック

	参加する事業者は、沖縄県内に本店・支店又は営業所を有している者であること。
※共同事業体（JV）もしくはコンソーシアムを結成して共同提案を行う場合は幹事事業者のことを言う。
	

	地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない
	

	企画提案書の提出期限において、与那原町から指名停止の措置を受けていない
	

	参加意思表明書提出期日以前3カ月以内に、手形交換所で手形若しくは小切手の不渡りを出した事実又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がない
	

	会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申し立てがなされていない
	

	暴力団（与那原町暴力団排除条例（平成２３年９月13日条例第１７号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（与那原町暴力団排除条例第２号に規定する暴力団員をいう。）でない
	

	国税及び地方税の滞納がない
	

	R5年～R7年において、指定管理業務を累計１年度以上実施したことがある。
※共同事業体（JV）もしくはコンソーシアムを結成して共同提案を行う場合は幹事事業者のことを言う。
	

	業務仕様書の内容をすべて満たすこと。
	


